第１号様式【別紙１】
【事業計画書】

事業計画書の添付資料（作成任意）も含めＡ４サイズで１５頁以内としてください（各項目の枠は、適宜拡大してください）。必要に応じて図表や写真を用いてください。

補助事業が、補助事業を含むより大きな事業の一部に位置付けられる場合には、事業計画書の添付資料に、その位置付けについてもご記入ください。

１　補助事業の概要
	⑴補助事業の名称（事業計画テーマ）（５０字以内）＊採択時にＷＥＢサイト等で公開される場合があります。

	


	⑵補助事業の概要（１００字程度）

	





２　事業者の情報
	ふりがな
企業名
	
	創業年月日
	

	
	
	法人設立年月日
	

	代表者名
	
	役職名
	

	業種
	
	資本金
	

	売上高
	　　　千円【前期】
千円【前々期】
	経常利益
	千円【前期】
千円【前々期】

	総人員数
（直近）
	役員　　　　　　　　　　名
全従業員　　　　　　　　名
	URL
	

	Ｅ-mail
	　　　　　　　
	
	

	売上高
	　　　千円【前期】
千円【前々期】
	経常利益
	千円【前期】
千円【前々期】

	連絡
担当者
	所属部署
	
	電話
	

	
	役職
	
	FAX
	

	
	氏名
	
	Ｅ-mail
	

	本社以外に事業所がある場合

	
	名　　称
	所　在　地
	従業員数

	
	

	〒
	

	
	

	〒
	

	
	

	〒
	

	
	
	〒

	

	株主構成
	主要取引先

	株主名
	会社との関係
	比率(％)
	販売先
	比率(％)
	仕入先
	比率(％)

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	沿革
	



	代表者の経歴
	




	事業内容
	(別紙資料でも代替できます。)



	自社の経営理念
	(社内・社外への周知の状況や達成に向けた取組についてもご記入ください。)



	資金調達
状　　況
	(調達年度　調達手段、年限、回数、調達額(借入額))





	報道実績
	(新聞記事等での報道実績があれば、ご記入ください。)


	その他
PR事項
	（他団体認定や受賞歴等があればご記入ください。）





３　中期的（概ね３年後）に実現したい自社の姿・目標・将来ビジョン
	（京都市内・市外の需要の更なる喚起・取り込みや、良質な雇用創出等による、地域経済をけん引する企業への成長という観点からご記入ください。社内・社外への周知の状況や達成に向けた取組についてもご記入ください）










４　現状分析（自社の課題）
	（今後の経営環境の変化についてもご記入ください。）








５　過去に国・県・市の補助金を受けて実施した事業（過去の補助金活用事業）について
	以下のいずれかをチェックしてください。

□　概ね過去３年以内に国・県・市の補助金を受けて事業を実施したことがある。
　（チェックした場合は以下もご記入ください。）

	

	①補助金の名称及び交付決定の時期
（複数ある場合には主なものをご記入ください。）
【補助金名】
【交付決定の時期】令和　年　月

②過去の補助金活用事業の効果
（企業全体にもたらした効果をご記入ください。
効果をもたらしていない場合には、その要因を分析した上でどのように事業活動へ活かしたかをご記入ください。）






	
□　概ね過去３年以内に国・県・市の補助金を受けて事業を実施したことはない。




６　補助事業の内容
	⑴補助事業の具体的な内容
（競合分析や市場の動向等についてもご記入ください。）

	

	⑵補助事業に関する課題・リスクとその解決方法
（事業実施に当たり法令に基づく許認可が必要な場合には、その取得状況や取得見込みについてもご記入ください。）

	







	⑶補助事業の推進体制・スケジュール・資金調達計画

	①推進体制（推進部署・担当者もご記入ください。）

	











	②スケジュール

	
	項目
	令和８年
	令和９年

	
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月

	（例）広報物作成
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※令和９年２月２６日（金）までに事業を完了する必要があります。


	③資金調達計画

	






	⑷補助事業の実施による効果
（「自社の経営理念 及び中期的（概ね３年後）に実現したい自社の姿・目標・将来ビジョン」に、補助事業がどのように寄与するか、京都市経済への波及（都市活力の向上等）に、補助事業がどのように貢献するかをご記入ください。）

	














	⑸補助事業実施による今後３年間の全社的な効果見込み（定量的効果）
※補助金を交付された日を起算とし、補助事業と関連する部分のみ記載してください。
　（関連する部分のみの記載が難しい場合は、企業全体を記載してください。）

	
	
	１年後
	２年後
	３年後

	1 売上高
	千円
	千円
	千円

	2 売上原価
	千円
	千円
	千円

	3 売上総利益＝（①－②）
	千円
	千円
	千円

	販売費・
一般管理費
	人件費
	千円
	千円
	千円

	
	経費
	減価償却費
	千円
	千円
	千円

	
	
	広告宣伝費
	千円
	千円
	千円

	
	
	（自由記述①）
	千円
	千円
	千円

	
	
	（自由記述②）
	千円
	千円
	千円

	
	
	その他
	千円
	千円
	千円

	4 人件費・経費の計
	千円
	千円
	千円

	5 営業利益＝（③－④）
	千円
	千円
	千円









2

